
建物基本情報 躯体の健全性 躯体以外の劣化状況 修繕・改修履歴
建築年度 耐震安全性 既存データ
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校舎1 3 RC 3 984 1959 昭和34 61 旧 済 済 H14 21.1 21.1 長寿命 B C C C C 43 ○ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ ○ ○ 耐 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 非 ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎
校舎2 15-1 RC 4 1,445 1971 昭和46 49 旧 済 済 H14 13.7 長寿命 C D C C C 31 △ △△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ 耐 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 非 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
校舎2 15-2 RC 4 1,192 1971 昭和46 49 旧 済 済 H14 12.8 要調査 C C C C C 40 △ △△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ 耐 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 非 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
校舎2 15-3 RC 4 1,551 1972 昭和47 48 旧 済 済 H14 17.1 長寿命 C C C C C 40 △ △△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ 耐 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 非 ○ ト ○ ○ ○ ○ ○
体育館・クラブハウス・プール附属室 30-1 RC 4 1,314 1995 平成7 25 新 - - - - 長寿命 C D B B B 53 △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 非 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
体育館・クラブハウス・プール附属室 30-2 RC 4 348 1995 平成7 25 新 - - - - 長寿命 C D B B B 53 △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
体育館・クラブハウス・プール附属室 30-3 RC 4 127 1995 平成7 25 新 - - - - 長寿命 C D B B B 53 △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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小金井市学校施設
長寿命化計画概要版

● 構造躯体の健全性 ●構造躯体以外の劣化状況 ● これまでの学校施設関連経費

令和３年３月 学校教育部庶務課施設係

● 児童生徒数の推移及び将来予測

児童生徒数は、昭和53

（ 1978）年 1万 1,366人を

ピークに減少傾向で推移し

ていましたが、平成 28

（2016）年以降増加傾向で

推移し、令和2（2020）年

時点で7,733人、ピーク時の

68％となっています。

今後は増加予測となって

いますが、令和10（2028）

年9,504人をピークに減少に

転じ、令和32（2050）年に

は7,321人、現在から6％微

減となっており、大きく減

少することはない予測と

なっています。

● 上位・関連計画の整理、特色ある教育の取組

小金井市
公共施設等総合

管理計画
（Ｈ29年3月）

• 学区域の見直し、複合化や集約化による総量抑制や空き教室の
有効活用等の検討。

• 地域コミュニティの中核施設として、災害時の避難所としての
機能等や学童保育所等関係各課との連携を推進。

小金井
GIGAｽｸｰﾙ構想

小金井型
ｺﾐｭﾆﾃｨ・ｽｸｰﾙ

• 令和2（2020）年に全校一人一台の学習用端末の配備と、校内

無線LANの整備が完了。ICTを活用した教育活動の効率化を推
進。

• 令和2（2020）年4月から、緑小学校においてコミュニティ・ス

クール制度を導入。地域とともにある学校への取組に着手。

今後のPC室のあり方や面積基準、バリアフリー化や地域活動ス
ペース等の新たな対応が必要

第３次明日
の小金井
教育プラン

(R２年度策定予定)

• 「個性」と「創造力」の伸長を基本方針とした、読書活動・語
学指導の充実や特別支援教育を推進。

• 「信頼される学校づくり」と「確かな学力」の確立を基本方針
とした、ICT活用の推進、学校施設の充実、放課後の居場所づ
くりの検討。

ハ
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ド

面

ソ

フ

ト

面

● 築年別整備状況

● 建物情報一覧
基本情報 構造躯体の健全性 構造躯体以外の健全性

• 劣化が進行しており、ほぼ全

ての棟に何かしらの劣化が存

在します。

• 特に外壁は直近の改修履歴が

少ないため、他よりも劣化が

進行しています。

• 屋根・屋上の劣化は耐用年数

に応じた更新が実施されてい

ないことが原因と思われます。

• 内部・設備は部分的に改修さ

れているものの、経年劣化が

見られる状況です。

• 耐震診断報告書上でコンク

リート圧縮強度が13.5Ｎ/ｍ

㎡以下の棟は耐震補強済で

あり安全性は確保されてい

るものの、長寿命化には適

さない可能性があります。

• 数値が該当する棟があった

学校は以下の７校でした。

建物情報一覧は、各棟の複数の既存データを紐づけてマネジメントに必要な情報を見える化し、専門家でなくても建物の今後の方向性が検討できるようにしたものです。
現在

• 第一小
• 第二小
• 第三小
• 前原小

• 第一中
• 第二中
• 東中

• 11年間合計は28.5億円（年平均

2.6億円）。うち1/4が校庭芝生化

等、建物以外にかけたコストです。

• 平成25（2013）～平成30

（2018）年に非構造部材改修を

実施。平成23（2011）年から空

調リースを導入しています。

• 耐震改修終了後は、部分的な改修

は行ってきたものの、全体として

は全校とも老朽化が進行していま

す。したがって修繕維持費が年々

増大しており、今後の老朽化対応

が重要となります。

延床面積（㎡）
建物用途別／築年度別所有状況表（床面積㎡）

1
9
6
0
年
以
前

1
9
6
1

1
9
6
2

1
9
6
3

1
9
6
4

1
9
6
5

1
9
6
6

1
9
6
7

1
9
6
8

1
9
6
9

1
9
7
0

1
9
7
1

1
9
7
2

1
9
7
3

1
9
7
4

1
9
7
5

1
9
7
6

1
9
7
7

1
9
7
8

1
9
7
9

1
9
8
0

1
9
8
1

1
9
8
2

1
9
8
3

1
9
8
4

1
9
8
5

1
9
8
6

1
9
8
7

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

5,000

10,000

15,000

m給食棟 j中学校屋内運動場 h小学校屋内運動場 g中学校複合棟 f小学校複合棟 d中学校校舎

中学校
屋内運動場小学校

複合棟

中学校
校舎

小学校
屋内運動場

小学校
校舎

(㎡)

給食棟 中学校
複合棟

築30年以上 91棟 91％ 9.4万㎡ 93.9％

築20年以上 99棟 99％ 9.9万㎡ 99.2％

新耐震基準（1981年より後の建築）
19棟 19％ 1.9万㎡ 18.9％

旧耐震基準（1981年以前の建築）
81棟 81％ 8.1万㎡ 81.1％

1971年以前の建築
36棟 36％
3万㎡ 30.6％
コンクリートコア
圧縮強度が
13.5N/㎟以下

14校合計床面積
約10万㎡

築30年以上

94％

•建物の約9割が建築後30年以上経過し、老朽化が進んでいます。

●目的 本市が所管する小中学校は建物の約9割が建築後30年以上経過し、老朽化が進行しています。小中学校の老朽化対策は、児童・生徒が安心・安全に学校生活
を送るために、また、市全体の公共施設の老朽化対策を推進する上で重要な位置づけとなっています。

そこで、「小金井市学校施設長寿命化計画」では、市が管理する小中学校における床面積200㎡以上の建物及び建物以外の工作物、土地等について実態の把握・分析を

行い今後の学校施設全体の維持保全の方向性を検討するとともに、施設評価の妥当性を踏まえて維持・更新コストを算出し、保全優先度を勘案した計画を策定します。
策定にあたっては、以降に示す通り学校施設におけるハード面とソフト面の課題抽出・整理を行いました。そのうえで今後のコスト把握・学校施設整備方針を踏まえた
長寿命化の実施計画と、計画の継続的運用方針を示しています。

0

1

2

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
0

1

2

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

0

1

2

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

0
1
2

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

11年間の合計28.5億円（年平均2.6億円）

耐震改修
7.7億円/年

0.7億円/年

建
物
以
外

11年平均
2.6億円/年

機能回復
10.7億円

1.0億円/年

非構造部材改修
2.7億円/年

建
物 空調リース料

0.5億円/年

2.0億円/年
うち機能向上
0.9億円/年

修繕維持費

（億円）

※推計について：令和6（2024）年まで⇒住民基本台帳の児童生徒数に基づく推計
令和7（2025）年以降⇒「小金井市人口ビジョン小金井市まち・ひと・しごと創生総合戦略（H28年3月）」に基づく推計



東小学校小金井第一小学校

小金井第四小学校

小金井第三小学校

東中学校

南中学校

本町小学校

前原小学校

小金井第二中学校

南小学校

小金井第一中学校

小金井
第二小学校

緑中学校

緑小学校

方向性【適正規模・適正配置】

将来的に、通学区域の見直しなど、適正規模・
適正配置に向けた検討が必要

方向性【小中あわせて対応】

児童生徒数の動向をみながら
２校あわせた対応を検討

方向性【増加対応】

直近の急増対策を
優先的に実施
（教室不足対応）

方向性【小中合わせて対応】

児童生徒数の動向をみながら
２校あわせた対応を検討

試算タイプ 10年間 20年間 30年間 備考

最小限の機能回復型
107億円

（10.7億円/年）
202億円

（10.1億円/年）
241億円

（8.0億円/年）
コストは抑えられるが、
機能向上は図れない

機能回復を含む長寿命
化と建替えの併用型

175億円
（17.5億円/年）

295億円
（14.7億円/年）

347億円
（11.6億円/年）

時代に合わせた機能向
上ができる

建替え型
149億円

（14.9億円/年）
369億円

（18.5億円/年）
468億円

（15.6億円/年）
累積コストが高くなり、
整備時期も重なる

● 今後の維持・更新コストの試算

試算結果より、機能向上と老朽化対応を両立させることができ、平準化もある程度可能である機能回復

を含む長寿命化と建替えの併用型を軸として建物の整備を進めることとします。

長寿命化改修または建替えによって、全施設の老朽化の解消、児童生徒数の変化、
ＩＣＴ等の教育・学習環境の向上に対応する。

学校施設の有効活用

（子育て支援機能等との複合化・多機能化）

教育環境の充実と防災機能の強化

（バリアフリー化、ＩＣＴ教育の充実等）

変化等への柔軟な対応による継続的な計画の見直し

（地域の実情に応じた対応、継続的な変化の把握）

● 学校施設整備方針

１ 長寿命化改修／建替えの併用による効率的な施設整備

（施設の優先順位づけ、計画的な維持保全）

３

２

４

• 建物の目標使用年数をこれまでの60年から80年とします。

• 築年数や躯体の健全性、躯体以外の劣化状況から、長寿命化改修だけでなく建替えを含めながら
整備方式を設定し、優先順位をつけて効率的・効果的に実施します。

• 建替えや長寿命化改修時には、ＩＣＴを活用した教育に対応可能な普通教室や、エレベーターや
入口へのスロープの設置、バリアフリー化によるインクルーシブ教育への対応などを実施します。

• 加えて、新型コロナウィルス感染症に対応した「学校の新しい生活様式」への適用なども必要と
なることから、新たな整備水準を設定し、教育環境・生活環境の向上を目指します。

• 今後は校舎の建替えや長寿命化改修時には、子育て支援機能や地域機能など他施設との複合化・
多機能化について検討します。

• 変化を的確に捉え、実情に応じた整備を実施するためにも、劣化状況や児童生徒数・学級数の動
向は、定期的に見直しを行い、常に計画の見直しへ反映できる仕組みを整えます。

● 長寿命化の実施計画

＜改修等の優先順位づけ＞

＜長寿命化のコスト見通し＞

● 継続的運用方針

1. 情報基盤の整備と活用

• 建築基準法第12条の定期点検とあわせ
た劣化状況調査を３年に１度実施し、
劣化状況評価を見直すとともに、修
繕・改修履歴などの情報などを含めて
作成する「建物情報一覧」に蓄積し、
本計画の見直しや学校施設全体のマネ
ジメントに活用します。

2. 推進体制等の整備
• 本計画は、学校施設を所管する教育委
員会が中心となって推進します。また、
他の施設と複合化を検討する場合は、
より有効な活用ができるように関連部
署と連携・協力しながら行います。

3. フォローアップ

• 今後は、学校教育を取り巻く環境の変
化や、児童生徒数の動向など、将来変
化を反映して５年ごとに計画の見直し
を行います。

• 令和3（2021）年2月に公立小学校の
学級編成を35人に引き下げる法律案が
閣議決定されました。本計画では、35
人学級を想定した検討は間に合いませ
んでしたが、適切に対応します。

• 上位計画である公共施設等総合管理計
画など他の関連計画の進捗状況を踏ま
え、市全体の公共施設マネジメントと
連携して本計画を進めていきます。

• 児童数の増加が予測されている、小学校

について優先的に着手するとともに、老

朽化の進行が指摘されている外壁と屋上

防水の改修を優先的に進めていきます。

それとあわせて、中長期的な目線で順次、

長寿命化改修や建替えを着実に進めてい

くことを基本的な考えとします。

• まずはじめに、長寿命化に向かないとさ

れる棟があり今後も児童数が増加する見

込みである小金井第三小学校を長寿命化

改修と一部の棟について建替え予定です。

＜長寿命化の考え方＞

＜今後必要な検討の方向性＞

今後必要な検討として「増加対応」「小中合わせての対応」「適正

規模・適正配置」の3つの方向性を提示します。

「増加対応」では、中央線沿線の小学校で、直近の児童増加対策と

して教室不足を解消することを優先的に実施します。「小中合わせて

の対応」では、市北部に位置する小中学校は児童生徒数の動向をみな

がら、小中学校合わせての対応を検討します。「適正規模・適正配

置」としては、将来的には小規模校化が進む学校や、まだ大規模を維

持する学校など状況がさまざまである市南部に位置する学校で、通学

区域の見直しや適正規模・適正配置に向けた検討が必要になります。

• 上記の優先順位の考え方に沿ってコスト試

算すると、計画期間である令和33（2051）

年までの整備費用は、総額346億円、年平均

11.5億円/年となり、過去11年間の施設関連

経費2.6億円/年とは4.4倍のかい離がありま

す。

• ランニングコストの見直しや改修費の見直

し、管理・運営面の見直しなどを検討し、

更にコストを縮減していく必要があります。

• 児童数の増加が見込まれる小金井第三小学

校・小金井第一小学校・小金井第四小学校

については700㎡の増床を見込んでいます。

※このコストには仮設校舎の費用は含まれていません。

• 建物を良い状態に保ち、構造躯体の
耐用年数まで使用するには左のイ
メージ図で示したようなサイクルで
改修を行うことが必要となります。

• また、ハード面とソフト面の課題抽
出から分かった大きな課題としては、
「老朽化した建物の機能回復」と
「児童生徒の増加への対応」、「バ
リアフリー化やICT化、防災機能強
化などの時代に合わせた学校施設と
しての機能向上」の3点があげられ

ます。
このことをふまえ、今後の維持・更新コストの試算を行いました。

＜試算条件＞

＜試算結果＞

※ 単価は設計料及び工事監理料を含むが、仮設建物の費用は含まない。全て消費税込み。

※ 小金井第一小学校・小金井第三小学校・小金井第四小学校では直近の改修時に児童数増加対応として700㎡増床を見込む。

校名 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

小金井
第一小学校

設計
建替え
長寿命化
部位修繕

建替え
長寿命化
部位修繕

小金井
第二小学校

設計
建替え
長寿命化

建替え
長寿命化

小金井
第三小学校

設計
建替え
長寿命化
部位修繕

建替え
長寿命化
部位修繕

小金井
第四小学校

設計
建替え
長寿命化

建替え
長寿命化

東小学校 部位修繕
前原小学校 部位修繕 設計
本町小学校 部位修繕
緑小学校 部位修繕 設計 長寿命化
南小学校 設計 長寿命化
小金井
第一中学校

部位修繕 設計

小金井
第二中学校

部位修繕 設計
建替え
長寿命化

東中学校 部位修繕 設計
建替え
中規模改修

建替え
中規模改修

緑中学校 設計 長寿命化
南中学校 部位修繕
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過去11年間
2.6億円/年

現在 20年間総額
291億円

（14.6億円/年）

30年間総額
346億円

（11.5億円/年）

10年間総額
164億円

（16.4億円/年）

11.5億円/年

C・D評価
の部位修繕

建替え 中規模
改修

空調リース料
8,300万円/年

芝生修繕費
1,600万円/年

維持修繕費
4,400万円/年

長寿命化
改修

年
20

8040 60竣工

経年による機能・性能の劣化 解体・建替え

建
物
の
水
準

解体・建替え

躯体の健全性が確
認できればさらに
長期に活用できる

長寿命化改修
（機能向上）

中規模改修
（機能回復）

中規模改修
（機能回復）

向上

劣化

躯体の
健全性調査

建替え 大規模改修 中規模改修 C・Ｄ評価の部位修繕
3年 2年 1年 1年

最小限の機能回復型 直近10年以内

機能回復を含む長寿
命化と建替えの併用

築40～50年目 大規模改修の20年後

建替え型 築60年目 実施しない 築20目・築40年目

37万円/㎡ 20万円/㎡ 8万円/㎡ 建替え単価に対する割合を使用

10年以内に改修がない場合、
2022・2023年を目途に実施

サ
イ
ク
ル

単価

工事種別
設計及び工事期間

実施せず、代わりにC・D評価の部位修繕を実施。その次の改修ではA・B評価の
部位がC・D評価になっていると見込んで当該部位の修繕を行う。

築60～80年目


